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はじめに 
 
 平成 16 年４月の発足以降、公認会計士・監査審査会（以下「審査会」という。）

が実施した監査事務所に対する検査については、わが国における監査の品質を

高め、公共の利益を確保する観点から、これまでも、結果の概要を取りまとめ、

公表してきた（注１）。 

 
 本事例集は、審査会による検査における主な指摘事例を具体的に紹介するこ

とにより、個人事務所を含めた監査事務所による監査の質の維持・向上を図る

ための自主的な取組みを促し、会計監査の信頼確保及び証券市場の透明性を確

保し、公益に資することを目的として作成・公表するものである。 
 
本事例集においては、監査事務所の規模や指摘の頻度にかかわらず、監査事

務所における品質管理の向上を図っていく上で、参照することが有益であると

考えられる指摘事例を掲載している。なお、今回、掲載対象とした検査は、平

成 20 年２月までに実施した合計 30 件（注２）であるが、今後は、事務年度ごと

に見直しを行い、掲載事例の追加等を行う予定である。 

 
 審査会は、監査事務所における監査業務が、監査事務所の指揮・監督の下に

適切に行われているかどうか等を確認するために検査を実施しており、主とし

て監査の品質管理の問題点について指摘を行っている。 
検査においては、トップの方針をはじめとして、職業倫理及び独立性、監査

実施者の採用等、監査契約の新規の締結及び更新、監査業務の実施、監査調書、

監査業務に係る審査、品質管理のシステムの監視、監査事務所間の引継、共同

監査など、監査事務所における監査の品質管理上の項目について、多岐にわた

り指摘が行われている。 
 
本事例集に掲載した個々の指摘事例については、監査事務所の規模等を表す

特段の表示を行っていないが、これらを総括すると、４大監査法人（注２）では、

組織的な業務改善に取り組んでいるものの、改善策の運用面等において不十分

な点がみられている。一方、中小規模監査法人においては、社員及び職員の人

員が限られている状況の中で、適切な業務管理体制を整備し、それを実施する

態勢を確保していくことが課題となっている。 
審査会としては、個人事務所を含めた各監査事務所において、本事例集も参

考にして（注３）、今後とも、監査事務所の品質管理の維持・向上を図っていくた

めの体制整備が行われ、それにより、個々の監査業務における監査の高い質が

確保されることを期待している。 
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なお、本事例集に掲載された指摘事例は、検査官が特定した改善を必要とす

る事項のうち、他の監査事務所においても参考になると思われる主なものであ

って、そのすべてを網羅的に掲載したものではない。 
 
 
（注１）審査会による検査結果の概要を取りまとめ、これまでに公表したもの。 

・ 「４大監査法人の監査の品質管理について」（平成 18 年 6月 30 日公表） 

・ 「小規模監査事務所の監査の品質管理について」（平成 18 年 11 月 8 日公表） 

・ 「中小規模監査事務所の監査の品質管理について」（平成 19 年 3月 16 日公表） 

・ 「３大監査法人の業務改善状況について」（平成 19 年 6月 29 日公表） 

 

（注２）平成 20 年２月までに審査会が実施した検査合計 30 件の内訳 

・ ４大監査法人（あずさ監査法人、監査法人トーマツ、新日本監査法人及び旧中央青山監査法人）

に対する検査：４件 

・ ４大監査法人のうち旧中央青山監査法人を除く３法人に対するフォローアップ検査：３件 

・ ４大監査法人以外の中小規模監査法人に対する検査：13 件 

・ 個人事務所に対する検査：10 件 

 
（注３） 日本公認会計士協会が実施する品質管理レビューでの指摘事例が、「品質管理委員会年次報告

書」及び「品質管理委員会半期報告書」において「改善勧告事項の概要」などとして紹介されて

いるので、本事例集と併せて参照されたい。 

 
（注４) 本事例集においては、改善に向けての取組みの参考として、可能な限り、指摘事例の背景・原

因などについても言及することとしている。また、各監査事務所に特有の事項等については、一

部で表現振りの変更を行っている。
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用語の定義 
 ○「品管報告書」：品質管理基準委員会報告書第１号「監査事務所における品質管理」 
○「監査事務所」：監査法人又は個人事務所 

 ○「中小事務所向け監査ツール」： 
中小事務所等施策調査会研究資料第１号 
中小事務所向け監査ツール「監査の品質管理規程の例示について」 
（平成 18年 11 月１日 日本公認会計士協会） 

 ○「協会」：日本公認会計士協会 
 ○「法」：公認会計士法 
 ○「地方事務所」：監査法人における「従たる事務所」  
○「独立性の確認書」：独立性の保持のための方針及び手続の遵守に関する確認書 
○「ＣＰＥ」：継続的専門研修 
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１．業務管理体制  

 

(1)  品質管理に関する責任（トップの方針を含む。） 

 

・ 「品管報告書」によれば、品質管理に関する方針及び手続において、最高経営責

任者等が、品質管理のシステムに関する最終的な責任を負っていることを明確にし

なければならないにもかかわらず、当監査事務所では内部規程において当該事項が

定められていない。 

また、同報告書によれば、最高経営責任者等は、すべての監査業務において、監

査業務の質が優先されるという姿勢を人事に関する方針及び手続に反映させること

が求められているが、当監査事務所においては、「監査業務の質」が優先されるべき

事項であることを運営方針として明確にしていない。 

 

・ 「品管報告書」によれば、監査の品質管理のための具体的な方針及び手続を定め

なければならないにもかかわらず、当監査事務所ではこれらを定めておらず、また、

代表者は、監査の品質管理の向上を目的として設置した委員会に対してその活動内

容等に関する指示も行っていないなど、監査の品質管理をトップとしてリードして

いく姿勢が認められない。 

 

・ 社員が脱退し、監査法人として法令上要求されている５名を下回ることになり、

監査法人を存続できなくなることを恐れた当監査法人の代表者は、社員に対し、監

査業務の質の確保を図るための法令諸基準の遵守を厳格に求めていない。 
 

(2)  組織運営 

 

   ・ 当監査事務所では、意思決定機関である社員会の下、総務、品質管理等の各部門

に責任者が置かれているものの、それらは形式的であり、いずれも社員会の手続を

経て正式に任命されておらず、また社員に監査事務所の業務運営を担っているとい

う意識が希薄であることから、各部門の責任者である社員が自己の職責を理解して

いないなど、当監査事務所では組織的な業務運営が十分に行われていない。 

 

   ・ 当監査事務所では、監査業務の審査において、財務書類に重大な疑義があり、適

正意見を表明できないと決定したにもかかわらず、この決定に否定的な考えを持っ

ていた業務執行社員は、これに従わずに適正意見を表明している。また、当監査事

務所は、監査調書の閲覧による点検、業務執行社員の変更など、こうした事態の解

決に向けた対策を講じていない。 

 
・ 当監査事務所では、事務所の方針として、監査に支障がない限りにおいて、社員
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等に税理士業務等の兼業を認めることとしている。しかし、兼業業務が繁忙である

ことなどを理由に審査担当者が監査実施期間中に交代する状況となっており、監査

事務所の方針と実態が乖離している。 
 

(3) 規程の整備 
 
・ 当監査事務所では、内部規程の整備に関する責任者が定められていないことや人

員不足から、監査業務に関連する法令の改正等に伴う内部規程の見直しが適時、適

切に行われておらず、規程間の整合性も図られていない。このため、当監査事務所

では、法に定める大会社等に係る業務の制限の特例や就職制限に関する規程等が置

かれていないほか、協会の倫理規則が全く反映されていないなど、内部規程が整備

されていない。 
 

 ・ 当監査事務所では、内部規程の制定・改廃に際して、事務所内で十分かつ適切な

周知や説明が行われていない。このため、代表社員の中にも内部規程の内容を十分

に理解していない者がいる。 
 

・ 意思決定機関である社員会の決議事項について、当監査事務所では、社員の全員

一致により決議してきているが、これまで特に問題がなかったとして、定足数、議

決方法など、社員会の運営に関する規程を整備していない。 
 

・ 当監査事務所では、協会による品質管理レビューにおいて内部規程が未整備であ

るとの指摘を受けることがないように、審理規程など内部規程の一部の適用時期の

記載を遡らせ、従来から当監査事務所の内部規程として存在し、運用されていたか

のように装っている。 
 
 (4) 法令諸基準の遵守 

 
・ 当監査事務所では、品質管理の実施状況に係る点検業務を全く実施していない。

さらに、この事実を隠蔽するために、法第 34 条の 16第２項の規定に基づく業務報

告書に、点検業務を実施している旨の虚偽の記載を行っている。 
 
・ 当監査事務所では、理事会や経理担当部署などによる確認が不十分なため、記載

事項の一部に誤りのある業務報告書及び損益計算書を行政当局に提出している。 
 
・ 監査法人は、定款に定めれば法第２条第２項の業務（非監査証明業務）を行うこ

とができる。しかし、当監査事務所では、社員の業務を個人で管理することを許容

していることなどから、定款の目的に非監査証明業務を定めていないにもかかわら
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ず、社員がコンサルティング業務等を行っており、また、こうした事実を事務所と

して把握していない。 
 

 (5) 情報管理 

 
・ 当監査事務所では、社員の経営する税理士事務所が同一フロアーに所在し、両事

務所間には間仕切りもなく、ファクシミリやサーバーを両事務所で共有しているが、

サーバーへのアクセス制限がかけられていないなど、法第 27 条により課されてい

る監査業務に係る守秘義務を遵守するための情報管理が徹底されていない。 
 

 (6)  地方事務所の管理 

 
・ 当監査事務所では、本部が地方事務所を適切に管理していないことから、地方事

務所で生じた問題の情報が事務所全体において共有されていない。このため、それ

が他の地方事務所でも起こりうる問題として本部により把握されず、また、その改

善方法が全地方事務所にフィードバックされず、事務所全体として対応されなかっ

たため、同一の問題が他の地方事務所において発生している。 
 

・ 法令により、地方事務所には社員が常駐していなければならないとされているが、

当監査事務所では、設置以来、社員が常駐していない地方事務所がある。 
 
(7) 業務改善への取り組み 

 
   ・ 当監査事務所では、組織が縦割りとなっており、監査事務所を横断して統括する

部署がないため、協会の品質管理レビューでの指摘事項及びそれに対する改善指示

が監査事務所全体に周知徹底されず、改善が不十分となっている。 
 

・ 当監査事務所では、協会の品質管理レビューで指摘された事項について、監査事

務所内への周知徹底が十分かつ適切になされていないため、品質管理レビューの対

象被監査会社に係る監査業務のみの改善に止まり、それ以外の被監査会社に対する

監査業務については業務改善が図られず、事務所全体での品質管理の改善が図られ

ていない。 
 
・ 地方事務所に対する本部指示の周知徹底を図るため、当監査事務所では、地域ブ

ロックごとに、地方事務所長等で構成するミーティングを毎月開催することとして

いる。しかし、出席率が半分以下の地方事務所長がいるにもかかわらず、本部はそ

れに対する措置等を何ら行っていない。 
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・ 当監査事務所では、コンプライアンス意識の強化・徹底を図るため、監査事務所

のコンプライアンス活動を一元的に行う体制を整備することとしたにもかかわらず、

所掌業務の内容や量に応じた適切な人員の配置を行っていない。 
 
  ・ 当監査事務所では、監査業務において使用するパソコンの紛失事案が発生してい

る。しかし、報告体制が整備されていなかったこと、また、整備された後もそれが

周知徹底されていなかったことから、当該紛失事案の報告が遅延している。また、

社員等の処分に関する規程が整備されていないため、処分が適切に行われていない。

これらのことから、監査事務所内に再発防止に対する意識が浸透せず、同種の紛失

事案が繰り返し発生している。 
 
 
２．職業倫理及び独立性  

 

(1) 職業倫理 
 
・ 当監査事務所では、近年に策定及び改訂された会計基準及び監査基準等の内容を

社員及び職員が十分に理解していないなど、職業的専門家としてその専門能力の向

上と知識の蓄積がなされていないため、職業的専門家としての正当な注意を払い、

懐疑心を保持した監査が行われていない。 
 

(2) 独立性（利害関係）の確認 

 

① 年次の確認 

 
・ 「品管報告書」によれば、独立性の保持が要求されるすべての所属監査実施者

から、独立性の確認書を少なくとも年に一度入手しなければならないものとされ

ている。しかし、当監査事務所では、独立性の確認に関する責任者を定めておら

ず、独立性の確認が実施されていない。 
 
・ 利害関係の確認手続に関する規程及び責任者の定めがないことなどから、当監

査事務所では、新規採用者の入所時に利害関係の有無の確認を行っていない。ま

た、独立性の確認書が回収されていない監査実施者及び審査担当者がいる。 
 
・ 当監査事務所では、独立性の確認書の取りまとめ担当者である社員が、当該確

認書の未提出者に悪質性がないものと独自に判断したことから、代表社員等に対

して、未提出状態の解消のための措置を要請していない。 
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・ 当監査事務所では、利害関係の確認手続に関する規程及び責任者の定めがない

ため、監査実施者から回収した独立性の確認書に記載が全くないものがあるにも

かかわらず、品質管理担当部署は何らの対応も行っていない。 
 

・ 当監査事務所では、品質管理担当部署の認識不足から、非常勤の監査補助者に

対して前年度に監査業務を実施した被監査会社のみを対象に独立性の確認を実

施し、新規に関与することとなった被監査会社については、独立性の確認を実施

せずに監査業務を行わせている。 
 

・ 当監査事務所では、中途採用者に対して利害関係の確認を怠ったことから、内

部規程で定められた独立性に関する規則に違反する、中途採用者による被監査会

社の株式保有の発見が遅れている。 
  

② 監査契約の新規締結時における確認 

 
・ 業務執行社員が業務管理担当部署に対して利害関係の調査依頼を失念したこと

や、品質管理担当責任者が事務の煩雑化を懸念したことなどから、当監査事務所

では、監査契約の新規締結の際の利害関係の確認が行われていない。 
 
・ 当監査事務所では、契約担当社員が監査契約締結に関する報告を業務管理担当

部署に対して行うことを失念したことから、被監査会社の連結子会社が利害関係

の調査対象リストから漏れたため、当該連結子会社の利害関係の有無の確認が行

われていない。 
 
(3) 監査実施者の交替 

 
・ 当監査事務所では、法に定める大会社等以外の監査業務について、同一の業務執

行社員が長期間継続して関与しているにもかかわらず、独立性に対する脅威につい

て適切な措置を講じる必要性があるかどうかを判断する基準等を定めていない。 
  
(4) 競業の禁止 

 
・ 法の規定により、監査法人の社員は、所属する監査法人の業務の範囲に属する業

務を自己又は第三者のために行ってはならないとされている。しかし、当監査事務

所では、定款変更により、法第２条第２項の業務（非監査業務）として「財務に関

する調査業務等」を同事務所の業務に追加したにもかかわらず、当監査法人の代表

社員は、当該業務の内容を限定的に解釈し、民事再生手続に係る財産評定等につい

ては、当該業務には該当しないものと誤って理解していたことから、自己の個人事
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務所の業務として「財産評定業務」を行っている。 
 

 

３．監査実施者の採用、教育・訓練、評価及び選任  

 

(1) 採用 

 
・ 「品管報告書」によれば、監査実施者の採用、教育・訓練、評価及び選任に関す

る方針及び手続を定めなければならないとされている。しかし、当監査事務所では、

監査実施者の採用、社員への登用に関する具体的な選定方法や基準等を定めていな

い。 
 

・ 当監査事務所では、非常勤の監査実施者の一部を、監査業務の補助に係る契約手

続が未了のうちに、監査業務に従事させている。また人事担当部署は、契約手続終

了まで監査業務を行わせない措置をとっていない。 
 

・ 当監査事務所では、内部規程により、職員の採用決定は本部が行うこととされて

いるにもかかわらず、地方事務所における採用は地方事務所単独で決定し、本部は

事後報告を受けるだけであり、内部規程に準拠した職員の採用が行われていない。 
 

・ 「前年度の CPE 履修義務不履行者は原則として採用しない」との当監査事務所

の基本方針にもかかわらず、人事担当部署が面接時に前年度の履修状況の確認を怠

ったことから、CPE 履修義務不履行者を採用している。 
  
(2) 教育・訓練 

 
・ 法の規定により、公認会計士は、資質の向上を図るため協会が実施する研修を受

けなければならないとされているが、当監査事務所では、監査実施者の CPE 履修

状況を事務所として把握せず、個人管理に委ねていたため、履修義務不履行となっ

ている者がいる。 
 
・ 監査業務に係る点検の結果、不備の程度が高いと認められた監査業務を担当して

いた業務執行社員等に対して、当監査事務所では、特別研修を実施している。しか

し、品質管理担当部署は、当該研修の欠席者の欠席理由を把握していない上、欠席

者に再研修をさせるなどの対応をとっていない。 
 
(3) 評価、報酬及び昇進 
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・ 当監査事務所では、監査実施者の評価、報酬及び昇進に関する方針及び手続が未

整備であったことから、監査実施者が能力を高めこれを維持すること、職業倫理及

び独立性を遵守することを正当に評価し、十分にこれに報いる人事制度となってい

ない。 
 
・ 当監査事務所では、定款において、社員報酬については総社員の同意をもって別

に定めることとしているが、別途の規程が定められていない。また各地方事務所で

は、それぞれの判断で社員報酬を決定している。 
 

・ 当監査事務所では、各部門、各地方事務所での社員等の評価手続が、本部が定め

た手続に準拠しておらず、本部が定めた方針と手続が監査事務所全体において統一

的に運用されていない。 
 

・ 当監査事務所では、内部規程において、研修への出席状況、職業倫理に関する事

項の理解などを考慮して監査実施者を評価することとしているにもかかわらず、具

体的な評価項目が定められておらず、また監査実施者に対する適正な評価を行う態

勢が整備されていない。 
 
・ 必須の研修を受講期限内に受講していないなどの社員等の研修に関する情報を、

研修担当者が人事担当部署に提供していないことから、当監査事務所では、研修の

受講状況が社員等に対する人事評価に反映されていない。 
 

(4)  選任 

 

・ 監査事務所として、監査実施者の選任に関する方針及び手続を定めなければなら

ないとの認識が不足していたことから、当監査事務所では、内部規程においてこれ

らの事項を全く定めていない。 
 

・ 当監査事務所では、業務執行社員について、監査業務を実施するための適切な能

力等を有しているか否かに関する評価基準が定められておらず、能力に基づいた業

務執行社員の選任がなされていない。 
  

・ 内部規程において、業務執行社員の選任については部門責任者による承認が必要

と規定されているにもかかわらず、当監査事務所では、本部の指示が徹底されてい

なかったため、部門責任者による承認がなされる前に業務執行社員が監査業務を実

施している。 
 
(5)  交替 
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・ 当監査事務所では、業務執行社員の交替制度の整備に取り組んでおらず、内部規

程において業務執行社員の交替に関する方針及び手続を全く定めていない。 
 

・ 法令によれば、「業務執行社員と同程度以上に監査業務に実質的な関与をしてい

る監査補助者」についても、交替制度の対象とされている。しかし、当監査事務所

では、業務執行社員等の交替制度に関する規程が整備されていないことから、監査

補助者として引き続き関与している前任の業務執行社員について「業務執行社員と

同程度以上に監査業務に実質的な関与をしていると認められる監査補助者」に該当

するか否かの検討が行われていない。 
 
(6) 処分 

 
・ 当監査事務所では、内部規程において、社員の処分に係る担当部署、処分対象行

為及び具体的な処分基準が定められていないなど、処分体制が整備されていない。 
 
・ 当監査事務所では、社員等に対する処分が適時に実施されているかどうかの確認

体制が整備されていなかったため、年次の独立性の確認の結果発見された違反者に

対する処分が行われていないことを事務所として把握していない。 
 
 
４．監査契約の新規の締結及び更新  
 

(1)  方針及び手続 

 
・ 当監査事務所では、監査契約の新規の締結又は更新に当たっての審査に係る方針

及び手続を策定していない。 
 

(2) 契約リスクの評価 

 
・ 当監査事務所では、代表者以外の社員が獲得した監査業務を当該社員の個人管理

としていたことから、契約更新のリスク評価を事務所として実施することなく、各

業務執行社員個人の判断により契約が更新されている。 
 
・ 会計監査人就任の依頼を受けた際、契約リスクの評価手続が完了していないにも

かかわらず、当監査事務所は、監査契約の締結又は更新の意思表示を行い、当該手

続を完了する前に依頼会社の株主総会で会計監査人に選任されている。 
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・ 当監査事務所では、監査契約の新規の締結及び更新に係るリスク評価の検討過程

や結果が文書化されていない。 
 

(3) 承認手続 

 
・ 監査契約に係る承認手続が終了していないにもかかわらず、当監査事務所では、

業務執行社員が事務所を代表して監査契約を締結し、または監査業務に着手してい

るものがある。 
 
・ 当監査事務所の内部規程において、監査契約に係る申請者と承認者は同一であっ

てはならないと規定されているにもかかわらず、監査契約の新規の締結に際して、

申請者と承認者が同一となっている。 
 
・ 監査契約の新規の締結の承認に当たって、当監査事務所では、不祥事により退任

した前経営者の経営への影響力の排除等の条件を遵守する旨の確認書を監査依頼

人から入手することを契約締結の条件としていたにもかかわらず、当該確認書を入

手しないまま、業務執行社員が監査契約を締結している。 
 

 

５．監査業務の実施  

 
以下の指摘事例は、各監査事務所で実施された監査調書の査閲、監査業務に係る審査

又は品質管理システムの監視において指摘を受けておらず、審査会の検査において問題

点として認識されたものである。 
なお、行為主体については、原則として「監査実施者」と表示しているが、「業務執

行社員」と「監査補助者」を区別する必要がある場合及び「業務執行社員」に特有の指

摘と認められる場合においては、「業務執行社員」又は「監査補助者」と表示している。 

 

(1) リスク・アプローチに基づく監査計画の立案 

 

➀ 重要性の基準値の決定及び改訂 

 
・ 監査実施者が監査計画段階において重要性の基準値を決定していない監査業務

や監査計画段階において決定した重要性の基準値を意見形成時にのみ使用し、実

施すべき監査手続の決定に利用していない監査業務がある。 
 
・ 重要性の基準値の決定に際して用いた過年度の財務諸表数値と当年度の財務 

諸表数値の実績が大きく乖離した場合には、必要に応じて重要性の基準値を改訂
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しなければならないにもかかわらず、当監査事務所は、重要性の基準値の改訂に

関する方針を策定していない。また、監査実施者は、重要性の基準値の改訂の要

否を検討していない。 
 
・ 当監査事務所が定めた重要性の基準値を改訂すべき乖離率を監査実施者に周知

していなかったことから、監査実施者は、追加的なリスク対応手続の要否を検討

していない。 
 

・ 当監査事務所の業務執行社員は、期中において重要性の基準値を低い値に改訂

し、監査計画を修正しているにもかかわらず、監査補助者に周知しなかったこと

から、監査補助者は改訂前の重要性の基準値を基に監査手続を実施している。ま

た、業務執行社員は監査補助者が作成した監査調書を査閲しているにもかかわら

ず、この事実を看過している。 
 

② 重要な虚偽表示のリスクの評価 

 
・ 監査計画段階において、監査実施者は、前事業年度の監査結果や経営環境の変

化等を踏まえて、固有リスクの評価を更新すべきであるにもかかわらず、当監査

事務所の監査実施者は固有リスクの評価を更新していない。 
 
・ 債務超過である重要な連結子会社であるにもかかわらず、当監査事務所の監査

実施者はこの子会社を十分に検討することなく固有リスクが低いと評価してい

る。 
 
・ 会計上の見積りを含む財務諸表項目レベルの固有リスクについて、当監査事務

所の監査実施者は十分に検討することなく低いと判定している。 
 

・ 運用評価手続として実施したサンプルチェックの件数が監査事務所の監査マニ

ュアルに定める件数に達していないにもかかわらず、当監査事務所の監査実施者

は被監査会社の統制リスクが低いと評価している。 
 

・ 当監査事務所の監査実施者は、期中の一定期間について、内部統制の運用評価

手続を実施しているが、残余期間については評価を行っていない。 
 

・ 内部統制が有効に運用されていると想定する場合において、当監査事務所の監

査実施者は、売上サイクルについては内部統制の運用評価手続を行っているもの

の、それ以外の取引サイクルについては、重要な勘定科目に係るものであるにも

かかわらず、運用評価手続を行っていない。 
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③  リスク対応手続の決定 

 
・ 当監査事務所の監査実施者は、監査計画段階において、重要な虚偽表示のリス

クの暫定的評価を行っておらず、これに基づく運用評価手続及び発見リスクの水

準に応じた実証手続を決定していない。 
 

・ 当監査事務所の監査実施者は、内部統制が有効ではなく、統制リスクが高いと

評価しているにもかかわらず、内部統制に依拠した監査手続を実施している。 
 

④  監査手続書の作成 

 
・ 当監査事務所の監査実施者は、監査事務所の標準的監査手続書を被監査会社に

そのまま適用し、被監査会社の業種に特有な勘定科目を考慮した監査手続書を作

成していない。 
 
(2) 経営者等とのディスカッション 
 

 ・ 当監査事務所の業務執行社員は、監査計画段階において、経営者との面談を行っ

ているものの、内部統制を含む、企業及び企業環境を理解するためのリスク評価手

続の一環として経営者とのディスカッションを行っていない。 

 

・ 監査計画段階において、不正及び誤謬に起因する財務諸表の重要な虚偽の表示の

可能性について、重要な協議項目として経営者とのディスカッションをしなければ

ならないにもかかわらず、当監査事務所の業務執行社員はこれを行っていない。 

 

(3) 継続企業の前提 
 

・ 多額の固定資産の含み損及び借入金のある被監査会社について、当監査事務所の

業務執行社員は、継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象等の有無に関する監

査手続を十分に実施していない。 

 

    ・ 売上高の著しい減少、継続的な営業損失の発生及び重要なマイナスの営業キャッ

シュ・フローの計上など、継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象等が存在し

ている被監査会社について、当監査事務所の業務執行社員は、経営計画の実行可能

性に関する詳細な検討を行っていない。 

 

・ 債務超過のため継続企業の前提に重要な疑義のある被監査会社の監査において、
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当監査事務所の業務執行社員は、今後の事業計画の実行可能性の検討や増資資金の

入金の確認等を行ったとしているものの、再生スキームや支援を引き受けるとされ

ている主要株主について把握していないなど、継続企業の前提に関する注記の内容

について十分な検討を行っていない。 
 

・ 重要なマイナスの営業キャッシュ・フローを計上している被監査会社の監査にお

いて、当監査事務所の業務執行社員は、経営者とのディスカッションを行うことな

く、財務担当者に対する質問のみで、継続企業の前提に重要な疑義がないと判断し

ている。 

 
(4) 会計上の見積りの監査 

 

➀ たな卸資産の評価 

 

・ 廃棄品として評価減すべきたな卸資産について、被監査会社は評価減を行って

いないにもかかわらず、当監査事務所の監査実施者は、たな卸資産の評価の妥当

性について検討していない。 

 

➁ 販売用不動産の評価 

 

・ 当監査事務所の監査実施者は、販売見込額と帳簿価額を比較して強制評価減の

必要がないと判断しているが、販売見込額の妥当性や売却の実現可能性を検討し

ていない。 

 

・ 当監査事務所の監査実施者は、販売用土地の評価に当たり、収益還元価額に基

づき強制評価減の必要はないと判断しているが、賃貸用不動産として売却する場

合の評価額などについて検討していない。また、その判断に当たり客観的な評価

を入手するなどの手続を実施するか検討していない。 

 

➂ 関係会社株式の評価 

 

・ 市場価格のない子会社株式の実質価額が著しく低下しているにもかかわらず、

当監査事務所の監査実施者は、子会社の事業計画等を入手しておらず、また、当

該子会社株式の実質価額の回復可能性を十分に検討せずに、回復可能性があると

判断するなど、減損処理の要否を十分に検討していない。また、当監査事務所の

監査実施者は、前事業年度の利益計画を達成して債務超過を脱したこと等を理由

に、十分に検討することなく回復可能性があると判断して、被監査会社が減損処

理を行わないことを容認している。 
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➃ 貸倒引当金 

 
・ 一般債権に対する貸倒引当金の設定について、当監査事務所の監査実施者は、

被監査会社が過去に算定した貸倒実績率の妥当性を検討することなく、当該貸倒

実績率の採用を容認している。 
 
・ 長期未回収の長期貸付金等について、当監査事務所の監査実施者は、「金融商

品に係る会計基準」等で定める貸倒懸念債権に該当するかどうか検討することな

く、被監査会社が算定した貸倒引当率に基づく貸倒引当金の設定を容認している。 
 

➄ 繰延税金資産の回収可能性 

 

・ 当監査事務所の監査実施者は、被監査会社が将来年度も十分な利益計上を計画

しているとして、会社区分、将来減算一時差異の解消スケジュール、将来年度の

課税所得について被監査会社から明確な説明を受けておらず、繰延税金資産の回

収可能性に関する被監査会社の判断の妥当性の検証を十分に行っていない。 

 

・ 被監査会社の将来減算一時差異の解消スケジュールについて、当監査事務所の

監査実施者は、有価証券の売却等による損益の実現可能性及び処分の確実性等の

検討など、スケジューリングの妥当性について個別具体的な検証を行っていない。 
 

➅ 退職給付引当金 
 
・ 被監査会社は、退職給付引当金の計算に当たって、割引率や期待運用収益率を 
変更しているが、当監査事務所の監査実施者は変更の妥当性を検討していない。 

 
・ 年金数理人が算定した退職給付債務及び退職給付費用に基づく退職給付引当金

と被監査会社の計上額との間に差異が発生しているにもかかわらず、当監査事務

所の監査実施者はこの事実を看過している。 
 

・ 当監査事務所の監査実施者は、退職給付債務及び年金資産残高について、直接

確認を行っていない。 
 
(5) 立会 
 

・ 当監査事務所の監査実施者は、実地たな卸の基準日現在のテスト・カウント・デ

ータから決算日までの受払データについて、基準日に検証した残高と期末日の残高
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とを関連付けるためのロール・フォワード手続を実施していない。また、監査手続

書において監査実施者が入手することとされている入出庫のカット・オフ・データ

を入手していない。 
 
(6) 確認 

 
・ 当監査事務所の監査実施者は、残高確認状の発送基準を明確に定めておらず、重

要な取引について確認手続を実施していない。 

 

・ 当監査事務所の監査実施者は、残高確認状の発送を被監査会社に依頼しており、

自ら発送及び回収していない。 

 

・ 当監査事務所の監査実施者は、被監査会社から残高確認の選定対象を一部除外す

るよう要求され、正当な理由がないにもかかわらず、要求に従って除外している。 

 
・ 確認先から回答がなかったり、回収した確認状について確認先の責任者の押印が

ないなど確認状に不備があるにもかかわらず、当監査事務所の監査実施者は、再発

送又は代替手続を実施していない。また、確認状をファクシミリで受領しているの

みで、原本を回収していない。 
 

・ 当監査事務所の監査実施者は、決算日以外の日を売掛金の確認基準日として確認

手続を実施しているが、ロール・フォワード手続を実施していない。 
 

・ 多額の確認差異が発生しているにもかかわらず、当監査事務所の監査実施者は、

証憑との突合等、その発生原因を把握するために必要な監査手続を実施していない。

また、確認差異について、その内容や量的・質的影響を検討していない。 
 

・ たな卸資産全体に占める外部保管在庫の割合が高く、重要性があるにもかかわら

ず、当監査事務所の監査実施者は、保管先に対して確認手続又は実地たな卸の立会

を実施していない。 

 

(7) 実査 

 

  ・ 当監査事務所の監査実施者は、第三者に担保として提供される可能性のある定期

預金証書を実査の対象としていない。 

 

・ 当監査事務所の監査実施者は、預金の実査時に小切手のカット・オフ・データを

入手していない。また、小切手のカット・オフ・データは入手しているものの、当



18 

座勘定照合表と突合していないなど、預金や経費の振替等の期間帰属の妥当性の検

証を行っていない。 

 

・ 有価証券の帳簿上の株式数について、当監査事務所の監査実施者は、預け先への

確認や現物の実査等の監査手続を省略している。 

 

(8) 連結の範囲 

 

・ 役員の状況や被監査会社への資金面での依存状況から子会社に該当する可能性の

ある会社であるにもかかわらず、当監査事務所の監査実施者は、当該会社が子会社

に該当するかどうか検討していない。 
 

    ・  被監査会社が連結対象としなかった子会社について、当監査事務所の監査実施者

は、子会社の資産及び売上高等が企業集団の財政状態及び経営成績に与える影響等

を検討せずに、被監査会社の処理を容認している。 

 

(9) 関連当事者 

 
・ 詳細な監査計画を作成するための指針となる監査の基本的方針を策定するに当た

り、関連当事者との取引を考慮しなければならないにもかかわらず、当監査事務所

の監査実施者はこれを考慮していない。 

 

・ 関連当事者の存在及び関連当事者との取引を網羅的に把握するための被監査会社

の内部統制の整備状況が不十分であると認識しているにもかかわらず、当監査事務

所の監査実施者は、被監査会社から提供された関連当事者に係る情報の網羅性につ

いて十分な検討を行っていない。 

 

     ・  被監査会社において、関連当事者の議決権割合を計算するに際して議決権のない

相互保有株式の存在を考慮しなかったことから、誤った議決権比率を算出している

が、当監査事務所の監査実施者はこの事実を看過している。 

 

(10) 後発事象 
 
 ・ 当監査事務所の監査実施者は、被監査会社又は連結子会社について、決算日後

の取締役会等の議事録の閲覧や月次試算表等の内容の検討を行っていない。 
 
・ 当監査事務所の監査実施者は、会社法監査の監査意見表明時から証券取引法監

査の監査意見表明時までに申請、決裁された被監査会社の稟議書を閲覧していな
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い。 
 

・ 当監査事務所の監査実施者は、被監査会社の財務、経理担当役員等に対し、重

要な連結子会社等の後発事象の発生の有無について、質問していない。 
 

・ 当監査事務所の監査実施者は、被監査会社において後発事象の発生の有無及び

発生した場合の内容等を把握するための内部報告制度が整備されているか否か検

討していない。 
 

・ 当監査事務所の監査実施者が他の監査人に対して発送した後発事象の有無に関

する確認状の回答期限が、会社法監査報告書日付後の日付となっている。 
 
(11) 経営者確認書 

 
・ 当監査事務所の監査実施者は、経営者確認書に「監査人が発見した未訂正の財

務諸表の虚偽の表示による影響が、個別にも集計しても、財務諸表全体にとって

重要でない旨」及び「監査人から要請のあった関連当事者の存在及び関連当事者

との取引の識別に関するすべての資料は監査人に提供した旨」の記載を求めてい

ない。 
 

・ 当監査事務所の監査実施者は、経営者確認書を監査報告書の交付日に入手して

いない。 
 
 (12) 他の監査人の監査結果の利用 

 
・ 他の監査人の監査結果を利用しているにもかかわらず、当監査事務所の監査実

施者は、他の監査人の信頼性の程度を確かめていない。また、他の監査人が被監

査会社、子会社及び関連会社に対し独立性を保持していることを確認する文書を

入手していない。 
 

・ 当監査事務所の監査実施者は、他の監査人に対して、重要性の判断基準に関す

る監査指示書や質問書を送付していないことから、検出事項一覧表、後発事象の

発生の有無に係る回答を入手できていない。 
 
(13) 訴訟事件等に係るリスク管理体制の評価 
 

 ・ 重要な訴訟事件を抱えている被監査会社の監査において、当監査事務所の監査

実施者は、訴訟事件に係るリスク管理体制の検討・評価が不十分である。 
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(14) 弁護士への確認 

 
・ 金額的重要性が高い訴訟事件であるにもかかわらず、当監査事務所の監査実施

者は弁護士への確認を行っていない。 

 

・ 当監査事務所の監査実施者は、会社法監査報告書日付までに回収していない確

認状があるにもかかわらず、被監査会社に対して回答の督促をするなど追加の手

続や弁護士に面談するなどの代替的手続を実施していない。 

 
・ 確認の対象期間は、事業年度の期首から監査報告書日前の可能な限り監査報告

書日に近接した日とされている。しかし、当監査事務所の監査実施者は、確認状

の回収日を会社法監査報告書日付より１か月以上前に設定しているにもかかわら

ず、合理的な理由もなく、その後の状況を確認するための追加的な確認手続を実

施していない。 
 

・  当監査事務所の監査実施者は、確認状を監査報告書日当日に発送しているため、

回答期限及び回収日が監査報告書日後となっている。 
 

 

６．監査調書  

 

(1) 監査調書の作成 
 
 以下に記載している事例のほか、実施した監査手続、判断過程及び結論などが監

査調書に具体的かつ詳細に記載されていない事例が多数の監査業務において認め

られている。 
 

・ 「監査基準委員会報告書」によれば、監査調書には、実施した監査手続、事実の

認定及びその判断結果等が適切に理解できるように秩序整然と記録され、一定の体

系のもとに配列・整理されなければならない。しかし、当監査事務所では、監査調

書の作成方法に関する具体的な内部規程がなく、また、教育研修や監査現場におけ

る指導監督が不十分であることから、監査調書に作成日付、作成者名及び調書番号

等が記載されておらず、体系的に配列・整理されていない。 

 
・ 「監査基準委員会報告書」によれば、監査調書には、監査意見を形成するに足る

合理的な基礎を得るために実施した監査手続及び入手した監査証拠等の重要事項

が漏れなく記録されていなければならないとされている。しかし、当監査事務所で
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は、独立性に関する調査資料が監査調書に綴られておらず、調査担当者のパソコン

に保存されている。 
 
・ 当監査事務所の監査実施者が実施した実証手続や継続企業の前提等に係る検討過

程等について、監査調書の記録及び作成が広範囲にわたり不十分であることから、

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を実施したこと及び十分

かつ適切な監査証拠に基づいて監査意見を形成したことを説明できない。 
 

・ 当監査事務所では、監査調書の整理方法等について明確な規定がなかったことか

ら、個別監査業務に対する定期的な検証により発見された不備に対し、業務執行社

員は、既に整理・完成された監査調書と明確に区分せずに、監査調書の記録を遡っ

て訂正したり、監査報告書提出後に補完的に実施した監査手続を当初実施した監査

手続に書き加えたりしている。 
 

(2) 監査調書の査閲 

 
・ 当監査事務所では、業務執行社員等による十分な査閲が行われていないことから、

実施した監査手続が監査調書に記載されていないなどの不備が指摘されず、放置さ

れたままになっている。 
 
・ 当監査事務所では、業務執行社員等による査閲のサインがほとんど行われておら

ず、査閲を行った証跡が認められない。 
 

(3) 監査調書の管理・保管 

 

   ・ 「監査基準委員会報告書」によれば、監査調書は、監査終了後、相当期間、安全

確実に整理保存されなければならないとされている。しかし、当監査事務所では、

監査調書の安全確実な整理保存に関する具体的な規程がない。このため、被監査会

社ごとの総冊数や内訳が管理簿等によって全く管理されておらず、監査事務所とし

て統一的な監査調書の管理・保管がなされていない。 
 

 ・ 当監査事務所では、内部規程において、地方事務所ごとに監査調書の管理、保管

及び廃棄等に係る手続及び方法を定めることとなっているにもかかわらず、規程を

作成していない地方事務所があることから、管理台帳等の未作成、被監査会社で監

査調書を保管するなど、監査調書の管理・保管が不適切となっている。 
   

・ 内部規程では、監査調書は監査事務所内の保管庫等に保管すべき旨規定されてい

るにもかかわらず、監査調書の安全確実な管理・保管に関する認識が監査実施者の
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みならず、代表者においても不足しており、事務所として監査調書の管理態勢が不

十分である。このため、例えば、監査調書が被監査会社、被監査会社の子会社、代

表社員の個人事務所や自宅に保管されていたり、過去の電子監査調書データ等が担

当者の個人管理している MO ディスクに保存されている事例がみられる。また、保

存期間満了後の監査調書が段ボール箱に箱詰めされて監査事務所内の一角に積ま

れており、保存期間満了後の監査調書の取扱いが適切になされていない事例がみら

れる。 
 
・  監査証拠の保存の重要性について、当監査事務所の業務執行社員は監査補助者を

十分に指導していないことから、監査補助者が実施した監査手続の証跡が残ってい

る精算表等の書類を廃棄しており、証跡のない最終版のみが監査調書として保管さ

れている。 
 

・ 監査実施者が回収した残高確認状を監査調書に綴じることなく、長期間放置した

ことから、当監査事務所では残高確認状の原本の所在が不明となっている。 

 

・ 当監査事務所の監査実施者は、被監査会社の取引先から収受した確認状に係る回

答書の正本を監査調書に綴じておらず、内容の検証も十分に行うことなく、異なる

被監査会社に係る回答書を混在させたまま、監査事務所内の収受文書保管キャビネ

ットに放置しており、回答書の管理・保管が不適切である。 
 

 

７．監査業務に係る審査  

 

(1) 方針及び手続 
 
・ 「品管報告書」によれば、監査業務に係る審査に関する方針及び手続を定めなけ

ればならないにもかかわらず、当監査事務所では、内部規程においてこれらの事項

を定めていない。 
 
・ 協会が公表した「中小監査事務所向け監査ツール」を十分に検討することなく、

そのまま監査事務所の品質管理規程としたため、当監査事務所においては審査体制

としてレビューパートナー制を採用しているにもかかわらず、レビューパートナー

制とは矛盾する合議制を前提とした規定や、監査法人には認められない委託審査を

前提とした規定が設けられている。 
 
・ 「品管報告書」によれば、法に定める大会社等以外の監査業務に係る審査につい

ては、監査業務の質が合理的に確保される範囲において、審査で検討する事項等を
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簡素化又は柔軟に実施することができるとされているが、審査そのものの省略はで

きないこととなっている。しかし、当監査事務所は、この解釈を誤り審査の省略を

できるものと考え、法に定める大会社等以外の監査計画に係る審査を「必要に応じ

て行う」旨を内部規程に定め、策定段階において計画審査を実施していない。 
 
・ 品質管理責任者による内部規程の周知が不十分であったことから、当監査事務所

では、内部規程において審査担当者が審査を行うに当たり作成することとされてい

る、審査に係る重点項目についてのチェックリストが作成されていない。 
 

(2) 審査態勢 

 

① 審査態勢全般 

 

・ 当監査事務所では、審査資料の添付書類として財務諸表（案）や監査報告書（案）

が表示されているにもかかわらず、審査内容の記録に係る重要性の認識が事務所

全体において希薄であり、また内部規程においても審査資料の保存に関する具体

的な規定が設けられていなかったため、それらの資料が審査資料ファイルに綴じ

られていない。 

 
② 審査担当者の適格性 

 
・ 「品管報告書」によれば、審査担当者は審査対象となる監査業務に従事してい

ない者でなければならないとされている。しかし、当監査事務所では、審査委員

会の責任者が審査対象となる監査業務に従事している者を網羅的に把握する体

制が整備されていないことから、当該監査業務に従事している者を審査担当者に

任命している。 
 
・ 当監査事務所では、審査委員の審査業務を補助する職員が監査結果と意見形成

の妥当性を中心とする重要な審査を実施したり、審査委員会を当該職員のみで開

催して審査を実施している。このため、「品管報告書」で要求されている、監査

責任者と同程度以上の専門的能力と実務経験を有すべき者を審査担当者とした

審査が実施されていない。 
 

③ 合議制審査 

 
・ 当監査事務所の内部規程では、審査は複数の委員で構成される合議制により実

施することとされているにもかかわらず、審査委員のほとんどが審査対象の監査

業務の関与者であるため、審査に加わることができないことから、審査委員１名
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のみにより審査が実施されている。 
 
・ 当監査事務所の内部規程では、審査は合議制により実施することとされている

にもかかわらず、実際には、個々の審査委員がそれぞれ担当の監査業務の審査を

実施し、その審査結果を要約した審査結果報告書を審査委員長が最終的に確認す

るという分業的な方法により実施されており、合議制による審査が実施されてい

ない。 
 
・ 当監査事務所の内部規程に審査委員会の定足数についての定めがないことから、

構成員の四分の一以下の出席しかないにもかかわらず、審査委員会において審査

の結論について議決している。 
 
・ 当監査事務所の内部規程において、審査委員会は審査委員の過半数の出席によ

り成立し、審査結果は出席委員の全員一致によると規定されているにもかかわら

ず、過半数の審査委員が欠席している状況において審査が行われている。 
 

④ 審査担当者の引継 

 
・ 当監査事務所では、審査担当者の変更に際し重要な情報の伝達や留意点の引継

ぎ等を行うことが内部規程において定められていないことから、中間期と期末の

審査を異なる審査担当者が実施した場合において、当該担当者間で重要な情報の

伝達、留意点の引継ぎ等が行われておらず、期末の審査担当者が重要な監査上の

論点を看過している。 
 

 (3) 審査の実施 

 
   ①  計画審査 

 
・ 当監査事務所では、内部規程において、すべての監査業務について監査計画の

審査を実施する旨を規定しているにもかかわらず、事務所内において計画審査の

重要性に対する意識が低かったことから、監査計画の審査を実施していない監査

業務がある。 
 
・ 監査計画の審査の実施時期が具体的に定められていないことから、当監査事務

所では、監査計画の審査が中間監査又は期末監査の意見審査と同時に実施されて

おり、適時に実施されていない。 
 
②  事前審査 
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・ 「品管報告書」によれば、監査報告書が発行される前に審査担当者が同意でき

るよう、重要事項については、監査実施中の必要な段階で適時に審査を実施する

必要がある。しかし、当監査事務所では、重要事項についての定めがないことか

ら、重要事項に該当するか否かの判断が監査実施者に任せられている。このため、

被監査会社等と監査実施者との間で見解が相違する重要な事項であるにもかか

わらず、監査実施者が重要事項と判断しなかったため、期末意見審査前に適時に

審査を受けていない。 
 
・ 当監査事務所の内部規程では、業務執行社員は、監査の過程において重要な判

断を必要とする場合には、事前審査を受けなければならないと規定されている。

しかし、重要な判断を必要とする場合に該当する事項の一部について事前審査が

実施されていない。 
 

③  意見審査 

 

（未実施） 

 
・ 「品管報告書」によれば、監査業務に係る審査が完了するまで監査報告書を発

行してはならないにもかかわらず、当監査事務所では、監査意見表明のための審

査に関する方針と手続を整備しておらず、また監査意見の表明に先立って審査が

実施されていない。 
 
・ 中間監査意見を表明せずに半期報告書の提出期限直前に前任監査人が辞任した

被監査会社について、後任監査人として短期間で中間監査意見を表明することを

優先したことから、後任監査人である当監査事務所は、審査を実施せずに中間監

査意見を表明している。 
 
・ 当監査事務所の代表社員は、自らが監査補助者として関与した監査業務につい

て、監査報告書の提出期限までに審査資料を作成することができなかったが、審

査上問題となる事項はないと勝手に判断し、審査を受けていないにもかかわらず、

審査が問題なく終了した旨を業務執行社員に報告している。さらに、当該業務執

行社員はこの監査補助者からの報告を信頼し、審査が実施されたかどうかを自ら

十分に確認しなかったことから、審査を受けないまま監査意見を表明している。 
 
（審査資料の不備） 

 
・ 監査業務の審査は監査意見の形成を客観的に評価するものであることから、審
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査結果を審査資料に慎重かつ明確に記載する必要がある。しかし、審査の内容及

び結論については審査担当者において記録すべきものとの認識が事務所全体に

不足していたことから、当監査事務所では、監査実施者が審査資料を提出するに

当たって、審査結果をあらかじめ記載している。 
 
・ 当監査事務所では、資料の差し替えをすべきであるにもかかわらず、それが行

われていないなど、審査資料が不完全な状態である。また、業務執行社員も審査

資料の補完状況を確かめていない。 
  

（審査不十分） 

 
・ 当監査事務所の監査実施者は、審査資料において会計監査上の問題点に一切言

及しておらず、重要な会計処理が審査に諮られていない。 
 
・ 当監査事務所では、証券取引法監査の意見審査を商法特例法監査の意見審査と

併せて実施している。このため、商法特例法監査の意見審査終了後、証券取引法

監査の監査報告書までの間に重要な後発事象が発生しているにもかかわらず、当

監査事務所では、業務執行社員が財務諸表の重要な後発事象の注記及び監査報告

書の追記情報に係る審査の必要性を認識していなかったため、当該事項について

審査が実施されていない。 
 
・ 当監査事務所では、監査業務の意見表明の審査に当たり、業務執行社員から財

務諸表（案）及び監査報告書（案）の提出を受けないまま、監査結果の概要に関

する説明資料のみを用いて審査が実施されている。 
 
・ 「品管報告書」によれば、監査業務に係る審査においては、すべての監査業務

について監査実施者が行った監査手続、監査上の判断及び監査意見の形成を客観

的に評価する必要がある。しかし、当監査事務所では、業務執行社員が行った監

査手続を過大に信頼する風土が監査事務所内にあり、監査上の重要な論点につい

て深度ある審査が実施されていない。 
 

・ 当監査事務所では、適切な監査手続が実施されたかどうかについて審査するに

当たり、審査担当者は、時間的余裕がなかったことを理由として、審査資料とし

て添付された有価証券報告書案に目を通したのみで、業務執行社員への質問等を

行っていない。 
 
・ 審査担当者が指摘した重要事項に対し、後日、業務執行社員から回答を受ける

こととしていたにもかかわらず、当監査事務所の審査担当者は回答を受けること
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なく業務執行社員の監査意見に同意している。 
 
・ 当監査事務所では、審査の方針及び手続において、審査資料の形式のみを設定

し、審査手続や監査上の検出事項等、審査を必要とする事項について明確に定め

ていない。そのため、業務執行社員が監査意見形成に当たっての重要項目には該

当しないとの判断から、審査資料に記載しなかった重要な監査上の検出事項につ

いて、審査が実施されていない。 
 
・ 当監査事務所では、内部規程において、チェックリストに基づく形式的な審査

ではなく、職業的専門家としての懐疑心をもって、監査業務を全体的な観点から

検討し、実質的な審査を実施する旨が規定されている。しかし、多くの審査はチ

ェックリストを用いて行う業務執行社員との面談と質疑にとどまっており、監査

調書の参照などを伴った深度ある審査が行われていない。 
 
・ 審査で指摘された事項のフォローアップが未了であり、審査が完了していない

にもかかわらず、当監査事務所の業務執行社員は、当該指摘事項が監査意見に影

響を与えるものではないことを理由に審査完了前に監査意見を表明している。 

 

（事後審査） 

 
・ 当監査事務所では、業務執行社員の個人事務所の業務が繁忙であり、被監査会

社の会計処理に問題が特にないと考え、当該業務執行社員は審査を省略してもよ

いのではないかと判断した。このため、審査委員会の開催日程の調整及び開催が

遅れ、審査は意見表明後となっている。 
 
（審査過程の記載の不備） 

 
・ 「品管報告書」によれば、監査業務に係る審査が事務所に定める方針及び手続

に従って実施されたことや、審査担当者が監査手続、監査上の判断及び監査意見

の形成について適切ではないと判断した事項がなかったことなどを監査調書と

して文書化しなければならない。しかし、当監査事務所では、審査資料の審査担

当員名、審査実施日、審査手続、審査結果、審査担当員のコメント及び結論の欄

に記載がないものがある。 
 
・ 当監査事務所では、提出された財務諸表（案）における継続企業の前提に関す

る重要な疑義に係る事項の注記に関し、審査担当者の意見及び指示事項は記載さ

れているが、業務執行社員の見解を踏まえた審査担当者の判断が記載されていな

い。このため、当該注記が適切であるかどうかの審査検討過程が明らかでない。 
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８．品質管理のシステムの監視  

 

(1) 品質管理のシステムの日常的監視 

 
・ 「品管報告書」によれば、品質管理のシステムの監視に関する方針及び手続を定

めなければならないにもかかわらず、当監査事務所では、点検業務を担う組織は設

置したものの、点検に関する方針及び手続を整備していない。このため、監査事務

所としての品質管理及び個々の監査業務における品質管理のいずれの実施状況に

関しても点検が実施されていない。 
 

・ 当監査事務所では、本来実施すべき点検手続に対する認識が不足していることか

ら、点検に係る内部規程において「品質管理のシステムに関する日常的監視」の手

続を定めていない。 
 

・ 個別の監査業務において、形式的審査、審査未実施あるいは審査資料作成不備な

どの問題があることを当監査事務所は認識しているにもかかわらず、監査事務所と

して、審査の実施状況を点検した結果に対する改善に向けての具体的な対応をして

いない。 
 

・ 当監査事務所では、点検で指摘された事項の改善状況を確認する体制がとられて

いないため、改善されていない事項を業務執行社員等が「改善済み」として処理し

ているにもかかわらず、当監査事務所はこの事実に気付いていない。 
 
・ 品質管理業務の経験が浅い担当者の認識不足や品質管理担当責任者の管理が不十

分であったことから、当監査事務所では品質管理部門が実施した日常的監視の内容

が記録されていない。 

 
  (2) 監査業務の定期的な検証 

 
・ 当監査事務所では、被監査会社に関する監査業務の点検を実施するために必要

な人員を確保できなかったことから、全点検項目の約半数の項目についてしか評

価が行われていない。 
 

・ 「品管報告書」によれば、監査業務の定期的な検証は、通常は循環的に実施され、

３年を超えない期間を一つのサイクルとして、一人の監査責任者に対して少なくと

も一つの監査業務が検証の対象として選定される必要がある。しかし、当監査事務

所では、監査業務の定期的検証対象となる個別監査業務について、証券取引法及び

会社法監査のみを選定していることから、すべての業務執行社員に対して少なくと
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も一つの監査業務を選定することとなっていない。 
 

・ 当監査事務所では、少なくとも３年に１度、業務執行社員は実施した監査業務に

ついて定期的検証を受けることとされているにもかかわらず、３年を超える期間、

定期的検証の対象として監査業務が選定されていない業務執行社員がいる。 
 
・ 「品管報告書」によれば、定期的検証の結果は最高経営責任者等に伝達されなけ

ればならないとされている。しかし、当監査事務所では、最高経営責任者を選任し

ていないことから、定期的な検証の結果を伝達する相手方が存在しない。 
 

・ 当監査事務所では、内部規程において、個別の監査業務について循環的に定期的

な検証を行うとしているにもかかわらず、品質管理担当部署は、検証計画を策定す

ることなく、また、検証対象の選定理由も不明確なまま、監査調書の整備の観点か

ら監査調書を閲覧しているのみである。 

 
・ 「品管報告書」によれば、監査業務の定期的検証の担当者は、その監査業務の実

施又は審査に関与してはならないにもかかわらず、当監査事務所では、内部規程に

おいて、監査業務の実施者又は審査の関与者が定期的な検証の担当者となる例外を

認めており、当該監査業務の審査を担当した社員が同じ監査業務の定期的な検証を

実施している。 
 

  ・ 当監査事務所では、監査業務の定期的な検証を行う体制が整備されておらず、地

方事務所に対する定期的検証が全く実施されていない。 
 

・ 当監査事務所では、品質管理担当部署の責任者は、個別監査業務の定期的な検証

により発見された不備に対し監査実施者が提出した改善策の妥当性の評価やフォ

ローアップを行っていない。 
 
(3) 不服と疑義の申立て 

 
・ 「品管報告書」によれば、監査事務所内外からもたらされる情報に適切に対処す

ることを合理的に確保するための、不服と疑義の申立てに関する方針及び手続を定

めなければならないとされている。しかし、当監査事務所では、これらの事項を定

めていない。 
 

・ 当監査事務所では、不服と疑義の申立てに関する規程の必要性に対する認識が希

薄であることなどから、関与先又はその他第三者等の監査事務所外からの申立てが

行われる場合の具体的な通報経路が定められていない。 
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・ 当監査事務所では、被監査会社に係る匿名の情報が寄せられたにもかかわらず、

情報を受けた事務局のコンプライアンス担当者の、不服と疑義の申立てに関する内

部規程についての認識が不十分であったことから、内部規程により定められた通報

経路に基づいた処理を行っていない。 
 

 

９．監査事務所間の引継  

 
・ 監査契約の新規の締結に際し、後任監査人は、前任監査人の監査調書の閲覧につい

て被監査会社から文書による承諾を得る必要がある。しかし、当監査事務所では、口頭

による承諾のみで、文書による承諾を得ていなかったことから、引継の際に、前任監査

人の監査調書の閲覧ができていない。 
 
・ 前任監査人が期中に交代しており、かつ、継続企業の前提に関する注記が付されて

いる被監査会社に関する前任監査人との引継において、当監査事務所では、監査人の

交代事由に関する見解について前任監査人への質問を行っていない。 
 
 
１０．共同監査  

 
・ 当監査事務所では、共同監査人との間において、個々の勘定科目ごとの役割分担

表を作成しているものの、監査上の重点項目に係る詳細な役割分担を文書により明

確化しておく必要性を認識していなかったことから、共同監査人の間における役割

分担が不明確となっている監査上の重要項目がある。 
 
・ 当監査事務所では、共同監査人の監査調書のコピーを入手し、共同監査人が監査

計画に従って監査手続を実施したことを確認しているにもかかわらず、その結果を

明確に文書化していない。 
 

・ 共同監査協定書において、監査調書の相互査閲の方法が明確に定められていない

ことから、当監査事務所では、共同監査人が作成した監査調書に対する査閲が一部

未実施となっている。 
 


